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                                様式４

審 議 結 果

会 議 名 川口市協働推進委員会第３回委員会

開 催 日 時  令和４年７月６日（水） １０時００分から１２時００分

開 催 場 所  川口市立かわぐち市民パートナーステーション会議室１～３

出 席 者

 石阪委員長、小野寺副委員長、美田委員、城守委員、佐藤委員

梁川委員、青山委員、児玉委員、岩崎委員

協働推進課 五十川課長

協働推進課 船津課長補佐、大崎主査、加藤主任、石井主事

議 題

１ 開 会

２ 議 事

（１）報告事項

外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（参考資料）について

（２）意見交換

国際交流員との意見交換について

（３）事例紹介

 外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（事例紹介）について

（４）その他

３ 閉 会

公開／非公開の別  公開

非公開の理由  －

傍 聴 人 の 数  １名

会 議 資 料
資料 №１ 川口市多文化共生とは他

資料 №２ 国際交流員との意見交換
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資料 №３ 事例紹介【芝園かけはしプロジェクト】

参考資料１ 川口市協働推進委員会委員名簿

参考資料２ 川口市放課後子供教室チラシ

参考資料３ 川口市における地域学校協働活動の推進

審 議 経 過 別紙のとおり

そ の 他  －

審 議 経 過

１ 開会

・ 川口市協働推進委員会規則第３条第１項の規定により委員長が議長の任に就いた。

・ 事務局より出席委員数が委員定数の過半数に達しているため、川口市協働推進委員会規 

則第３条第２項の規定により本委員会が成立している旨を報告した。

・ 委員長（議長）が会議録署名人を確認した。

・ 事務局より会議の傍聴希望者が１名いることを報告し、議長により傍聴希望者の会議室へ

の入室が許可された。

○議長

 議事に入る前に前回のおさらいと議論の進め方について整理をさせて頂く。

まず、前回の議論について、なぜ今回の諮問がなされたかの背景と第１回委員会で議論し

てきたことの整理があった。根拠資料として、協働の一事例である学校運営協議会と市民団

体に対するアンケート調査の結果について、事務局より紹介があった。そこでは、様々な意

見があったが、学校運営協議会の議論に関しては、本来協働の一事例であり、協働の場づく

りの参考として、学校運営協議会を取り上げたものだったが、学校運営協議会の問題点等に

関する議論に論点がずれてしまったように思う。

この委員会は協働の場づくりについて市長より諮問があり、それに対する答えとして答申
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案をまとめる委員会である。答申とは、委員会が諮問に対する答えとして、市が今後の施策

を検討する上での根拠としていく指針のようなものであるから、方向性の道筋をつけられる

ものとして作り上げていく必要がある。

協働をどう進めていくのか、その上で協働の場づくりについて、多世代間、外国人住民を

含む多様な主体がその場に参加しやすくなるにはどのような工夫が必要なのかといった視

点で議論を進めていく必要があるので、理解のほどお願いしたい。

さて、本日の委員会の議事に入る前に前回の第２回委員会で、学校運営協議会の方の会議

への出席について、事務局が調整を図るということだった。どのようになっているか。

〇事務局

前回は“多世代間、外国人”の２つのテーマに共通する事例として、事務局が学校運営協

議会にアンケートを実施した結果を報告したところ、学校運営協議会そのものの在り方に議

論が進んでしまった。しかし、一事例として話を聞くことは、有効であることから、再度、

事例紹介をお願いしたが、やはり、前回もご説明させていただいたとおり、新型コロナウイ

ルス感染症により満足に事業が実施できていないことなどから、難しいとのことだった。

そこで、類似の事例を紹介させて頂く。

資料の２０ページ参考資料№２を確認いただいきたい。次回、第４回の委員会では、学校

との連携に関する参考事例として、放課後子供教室の取り組みについて、所管課である生涯

学習課とその実施団体から事業概要や活動内容を紹介して頂くべく、調整している。

次のページ参考資料№３、２３ページ上段の図を確認頂きたい。学校運営協議会は、学校

の管理職、保護者や地域住民等から構成される協議会で、学校の運営とそのために必要な支

援について協議する合議制の機関である。

学校運営協議会で学校運営や子どもの学びへの支援、地域課題の解決等について議論し、

それを実現する方策として地域学校協働活動を展開しており、その地域学校協働活動の一つ

として、放課後子供教室がある。次回は、学校との連携に関する事例紹介の後、それまでの
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根拠資料や事例紹介などから得られた情報を基に、答申に向けた議論を進めていただければ

と考えている。

また、第２回委員会でご議論いただいた中で、学校運営協議会等との部局を超えた調整役

の必要性についてご意見を頂戴した。事務局としては協働を全市的に進めていくためには必

要なことと認識しており、他市の事例等も含め、今後も研究していきたいと思う。事務局か

らは以上となる。

２ 議 事（１）報告事項 外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（参考資料）について

○議長

それでは、２．議事に移りたいと思う

２．議事（１）報告事項 「外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（参考資料）につい

て」、事務局より説明を求める。

〇事務局

始めに、本日の進行について説明する。

議事１報告事項として、まず、過去に実施した多文化共生に関するアンケート結果を紹介

する。その後、議事２意見交換として、事前に委員の皆様から頂戴したご質問を基に、日々、

外国人住民からの相談等に対応している国際交流員との意見交換をして頂く。最後に、議事

３事例紹介として、多文化共生の実現のために活躍されている団体の事例として、芝園かけ

はしプロジェクトの活動を発表して頂く。

このような事例などを踏まえて、「外国人住民が参加しやすい仕組みづくり」について議

論を深めて頂きたいと思う。

議事１の説明に入る前に、外国人住民に関する本市の現状やその背景と施策について、簡

単に説明させて頂く。

１ページ 資料№１を確認して頂きたい。

国は、少子高齢化により、人口減少が進んでいる日本社会の課題を解決する方策の１つと
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して、多文化共生の実現を目指している。総務省の「多文化共生の推進に関する研究会」の

報告書によれば、多文化共生とは、「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがい

を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」

と定義している。

下段の表をご覧頂きたい。

本市の外国人住民の推移を見ると、外国人住民数は、平成２３年から令和３年までの１１

年間で、約１万８千人増加しており、平成２３年では、川口市の総人口比の４％程度であっ

た外国人数が、令和３年では、６％超となり、年々、増加傾向にある。

次のページをご覧頂きたい。

そこで、本市における行政運営の総合的な指針となる最上位計画である第５次総合計画で

は、「めざす姿」Ⅱ 子どもから大人まで“個々が輝くまち”とし、さらに、めざす姿Ⅱの

中の施策４互いに尊重・理解し合う環境づくりで、基本方針として、さまざまな交流や啓発

の機会を設け、誰もがお互いを尊重・理解し合える環境を整え、人権を尊重し、差別のない、

みんなで支え合うまちをめざすとしている。

主な取り組みとして、下段、右側に記載のような、外国人が地域に溶け込み、安心して日

常生活を送れるように支援するなど、と記載がある。外国人住民を地域づくりの担い手とす

ることに、国が指針を示し、本市でも、総合計画に方向性を示し、具体的指針として平成２

３年度に策定したものが、「川口市多文化共生指針」となる。

次のページをご覧頂きたい。

指針の基本理念を、「日本人住民と外国人住民の多様性を活かした元気な川口のまちづく

り」と定め、日本人住民と外国人住民が共に、地域を支える主体となれることを、目指して

いる。平成２３年度に策定した指針を改訂する際、平成３０年から令和４年度までの５年間

を計画期間とする「第２次川口市多文化共生指針」を策定する際に、基礎資料としたアンケ

ート調査があるので、その結果を紹介させて頂く。
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次のページをご覧頂きたい。

このアンケートは、平成２８年１１月から１２月にかけ、多文化共生策定指針の改訂に合

わせ、実施したものである。調査対象は、川口市在住の外国人住民であり、配布数１，２４

０部で、有効回答数は９４６部、７６．３％の回収率だった。

調査方法は、公共施設、日本語教室、外国人が多く集まる場所での、聞き取り調査の他、

小・中学校、保育所に調査票を送付し、依頼した。調査項目は多岐に渡っているので、ここ

では、抜粋したものを掲載している。詳細をご覧になりたい方は、後程、市のホームページ

を確認して頂きたい。

表の調査項目の欄をご覧頂きたい。

「①生活で困っていることは」との質問に対し、「こどもの学校・教育」が３２．６％と

最も多く、「日本語」が２６．７％、「税金や保険料の支払い」が２５．５％、「災害時の対

応」が２１．１％となっている。

「②情報の入手方法は」との質問に対し、「同じ国・地域の友人・知人」が２４．６％、

「インターネット・ＳＮＳ」が２４．４％、「広報かわぐち」が２４．２％、「日本の友人・

知人」が２２．６％となっている。

「③川口市に求めることは」との質問に対し、「外国人のためのセミナー」が６２．４％、

「日本語学習機会の充実」が３３．５％、「外国人相談の充実」が３１．８％、「日本人との

交流やイベントの実施」が２５．１％となっている。

「④近所の人や職場の人との交流は」との質問に対し、「あいさつする程度」が５４．４％

と最も多く、「ＰＴＡや保護者会などの行事」が３１．９％、「一緒に食事をする、でかける」

が２５．８％、「町会や自治会での活動」が１４．８％、「全然つきあっていない」が１１．

３％となっている。

「⑤全然つきあいがない理由は」との質問に対し、「交流したいがどうしていいかわから

ない」が６０．７％と多く、「日本語がわからない」が４８．６％、「面倒である」が１０．
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３％であり、「交流したくない」は、１．９％となっている。

表の欄外をご覧頂きたい。

自由記載の項目では、「交流する機会を設けてほしい」、「ルールを教えてほしい」、「言葉

の壁がある」などの意見が寄せられた。

このアンケートの他、町会長・自治会長や、市役所各課でも調査を実施し、指針を策定し

た。

次のページをご覧頂きたい。

指針に基づき、現在、実施している多文化共生事業について、簡単に説明する。

１点目、国際交流員・外国人相談員等の体制の構築について

国際交流員３名は、火曜日から土曜日、毎日、１０時から１７時まで、かわぐち市民パー

トナーステーションにて勤務している。外国人相談員は、火曜日から土曜日、５言語の者が、

曜日ごとに勤務している。外国人相談窓口で、国際交流員・外国人相談員が対応できない言

語については、テレビ電話等多言語通訳業務委託により、７５言語に対応可能な体制を整え

ている。

２点目、行政サービスの多言語対応について

市役所各部署や町会・自治会、学校からの依頼により通訳派遣や文書翻訳を実施している。

３点目、外国人住民・日本人住民向けの情報発信について

多文化共生情報誌として「ＴＯＭＯ×ＴＯＭＯ」を、年３回発行している。公募した編

集委員により、取材・記事を作成し、日本語にはふりがなをつけるとともに、英語、中国語、

韓国語、ベトナム語の５言語で記事を掲載している。また、多文化共生の理解を促進するた

め、「川口市多文化共生パスポート」を作成し、市内中学校３年生全員に配布している。更

に、主に転入者に配付し、地域で暮らしていく上で必要なルールやマナー、様々な制度につ

いて掲載している「外国人生活入門ガイドブック」があり、日本語・中国語・英語・韓国語・

ベトナム語・タガログ語・トルコ語の７言語で記載している。
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４点目、住民向けのイベント・講習会等について

主なものとして、「日本語ボランティア入門・レベルアップ講座」、「日本語を母語としな

い子どもと保護者のための高校進学相談会」、「外国人による日本語スピーチコンテスト」、

「多文化ふれあいフェスタ」などを実施している。

説明は以上となる。

〇議長

ただ今の事務局からの説明により、川口市は外国人住民が増加傾向にある中で、先鋭的に

様々な施策を展開してきたこと、しかしながら、資料にあるとおり、外国人住民に対し実施

したアンケートの結果を見ると、日本人住民と交流したいが交流する方法がわからないとい

う回答が一定数あり、外国人住民が参加しやすい場づくりを考える上での１つの課題がここ

にあるということがわかった。これまでの事務局の説明は、今後の議論を進めるための基礎

知識となる。またこの後、意見交換や事例紹介も予定されている。質問については、それら

一連の説明を受けた後にまとめて設けるということでよろしいか。

（異議なしとの声）

２ 議 事（２）国際交流員との意見交換について

〇議長

それでは、次に議事（２）意見交換 「国際交流員との意見交換について」に移る。事務

局より説明して頂きたい。

〇事務局

６ページ、資料№２をご覧頂きたい。

ここでは、「外国人住民が参加しやすい仕組みづくり」を考える上で、外国人住民がどの

ようなことに関心があるかなど、日々、生活相談を受けている国際交流員との意見交換を通

じて、確認をしていきたいと思う。事前にお送りいただいた委員の皆様からのご質問内容を、

まとめている。
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質問事項が多岐に渡っているため、議論がし易いように、類似する質問はまとめさせてい

ただいた。資料に沿って、説明させて頂く。

説明の後、質問を頂いた委員から補足等の説明があれば、発言をお願いする。

まず、国際交流員については資料のとおり、大きく６つの業務を行っている。ここでは、

国際交流員が、日々の業務の中で、感じていることなども踏まえ、委員の皆様から質問に対

し、回答する。

まず、１つ目の質問については、「外国人相談窓口をどのように知ったか？」であった。

質問の意図としては、外国人が、情報をどのように収集しているのかを調べることで、効果

的に情報を発信する方法のヒントが得られるのではないかという事である。

〇国際交流員

私たちが相談を受けた際、相談カードに相談内容や回答内容などを記録している。相談

カードには「相談窓口をどこで知ったか」という項目がある。令和３年度のかわぐち市民パ

ートナーステーションで相談を受けた相談カードの集計結果からみると、「行政窓口」とい

う回答が２６８あり、一番多かった。次は「電話交換」や「市ホームページ」などとなって

いる。

また、外国人相談窓口はかわぐち市民パートナーステーションに設置している他、毎週

木曜日、第一本庁舎３階の市民課前で、出張窓口も設置している。相談のほか、窓口案内や

窓口での通訳も行うことがあり、その時に、外国人住民に相談窓口について周知を図ってき

た。

〇事務局

２つ目の質問「多い相談内容は、何ですか？」

３つ目、「国際交流員として他部署と連携を図る際に、困ることはありますか？」

４つ目、「差別に関する相談はありますか？」

５つ目、「日本の文化等、関心が高いものは何ですか？」
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この４点の質問の意図は、相談内容を把握することで、外国人が困っていることや、ニー

ズ、関心事を把握し、他部署との連携で支障がある場合、それを解消することで、外国人住

民が参加しやすい仕組みづくりに活かせるのではないかという事である。

〇国際交流員

２つ目の質問について。同じく令和３年度の相談カード集計結果からみると、「ボランテ

ィア日本語教室」に関する相談が一番多かった。次は「各種証明書・手続き」や、「社会保

険・年金」、「税金」、「医療」などとなっている。「社会保険・年金」には新型コロナウイル

ス感染症拡大による各種支援金や臨時給付金の申請についての相談が入っている。また、「医

療」には新型コロナウイルスワクチン接種の予約やPCR検査などが入っている。

３つ目の質問について。他部署と連携をとる際に、国際交流員は職員や学校の先生に同席

し通訳としての役割を果たす事がほとんどであり、困ることはあまりなかった。連携につい

てよりも、時々、知らない医療用語や専門用語に出くわすことがあり、通訳に困ることがあ

る。その時は、職員や先生に詳しく解釈を説明して頂き、通訳するようにしている。

４つ目の質問について。今まで差別に関する相談は少なかったため、相談カードにはこの

ような項目がなく、「その他」に分類している。例えば、「部屋探しの際に外国人だからと断

られた」、「幼稚園を探す際に外国人だからと断られた」、「子どもは学校で仲間はずれとされ

た」、「日本人に“帰れ”と言われた」、などのような例があった。

５つ目の質問について。日本文化の関心が高いのは日本語学習と、日本の学校文化や教育

制度、日本の税金や健康保険、年金に関する制度などである。

〇事務局

６つ目の質問。「モデルとする他自治体の事例がありますか？」

質問の意図は、外国人住民が参加しやすくなる仕組みづくりについて、他自治体からヒン

トが得られないかという事である。

この質問は、市に対する質問なので、事務局で回答させて頂く。
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自治体により外国人住民の国籍の構成や課題が異なるため、他自治体での成功例が、川口

市に即、当てはまるとは、考えにくい状況である。日々、市に寄せられる、日本人住民・外

国人住民からの相談・苦情などから、地域性を考慮し、共生社会に近づける仕組みを作る必

要があると考えている。この後事例紹介頂く「芝園かけはしプロジェクト」は、２０１７年

度「国際交流基金地球市民賞」、「埼玉グローバル賞」を受賞し、現在においても、その活動

が、埼玉新聞で掲載、他自治体から視察の依頼があるなど、他自治体のモデルケースとなっ

ている。

参考になる自治体があれば参考にするが、基本的には川口市が先行していると考えている。

以上が事前にいただいている質問の回答である。その他様々な質問や意見をいただいてい

るが、その質問については資料No.２の欄外に記載のとおりである。事務局からの説明は以

上である。

〇議長

色々な意見を頂戴し感謝する。ここで挙げられた質問が１から６まであるが、上からみて

いくと、まず、相談窓口についてであるが、ほとんどが行政窓口を使用しているという回答

となっている。行政に相談にくるということ。電話ではなく直接窓口にくるのか。

〇国際交流員

窓口に来る方もいるが、電話でもたくさんの相談を受けている。

〇議長

2つ目は日本語教室の相談が一番多い。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大もあ

り、医療の相談も増えている。

3つ目は通訳として参加しているというもの。職員や先生方と一緒に対応している。専門

用語の通訳で困ることがあるとのことだった。

4つ目は差別について、「日本人に“帰れ”」と言われた」、「仲間外れにされている」とい

うのはまさに差別的なものである。
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5つ目は日本の文化、税金等様々であり、最後の質問が参考にする自治体の事例について

であった。この後プロジェクトの説明があるが、自分も他市町村に行くが、川口市の特殊性

としておそらくいろいろな外国籍の方がいることがあると思う。他の自治体に行くと例えば

ブラジルの方が多い、東南アジアの国々の方が多いなどがあるが、川口市はガイドブックを

見ると、日本語を入れて 7 か国語が使用されており、その点からも色々な国の方が活動さ

れているという特徴があるのかもしれない。そういう意味では先鋭的な取り組みもされてお

り、後ほどそれについては説明してもらう。

それでは前半の川口市の取り組みを含めて、質問や意見を受けたいと思う。挙手をもって

お願いしたい。

〇委員

1つ目は、日本語学校を紹介しているということだが、他市町村の実情を知っているかは

わからないが、外国人から見て、川口市は日本語教室などが充実しているほうなのか。それ

ともまだまだ足りていないと外国人から思われているのか。

〇国際交流員

相談の中でボランティア日本語教室の件数は多い。川口市に日本語教室が多いから川口市

に引っ越してきたという方は実際にいる。外国人の方は、川口市は日本語教室が充実してい

ると知っているようである。もちろん日本語教室で日本語を勉強するだけでは日本語が上達

するわけではない。そのため、他の塾などを利用している外国の方もいるが、やはり他の市

町村と比べると川口市はボランティア日本語教室が充実していると考えられる。

〇事務局

補足させて頂く。ボランティアによる日本語教室は現在１８か所、１７ボランティア団体

が開催しており、火曜日から日曜日まで市内の各地域で行っている。具体的には「TOMO

×TOMO」という情報誌の裏面に記載してある。

〇委員
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それはボランティアが行っているのか。

〇事務局

そのとおり。

〇委員

日本語学校というものは、だれでもボランティアとして参加できるものなのか。それとも

他の言語や敬語などのスキルをある程度持っていないといけないものなのか。

〇国際交流員

日本語学校は外国人の受講者の方がお金を払っており、学校としての役割を果たしている

ところなので、ボランティア日本語教室とは別のものである。

○委員

日本語教室だとボランティアが参加しやすいのか。

〇国際交流員

日本語教室であれば、もちろん参加しやすいと思う。

〇事務局

ご紹介させて頂いたボランティア団体が行っている日本語教室は、特に有資格者でなくて

も参加できる。市としてもこのボランティア活動を支えるという意味で、これからボランテ

ィアで日本語を教えたいという人や既にボランティアとして活動している方を対象とした

講座を開催して下支えをしている。

〇委員

資金の支援や場所の支援はしているのか。

〇事務局

資金の支援はしていないが場所の支援ということで、かわぐち市民パートナーステーショ

ンの会場ないし、各地の公民館を優先的に使用できるように支援している。

〇議長
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情報誌の裏面を見るとわかるが、基本的には無料。いわゆる日本語学校とは違って、NPO

や市民団体の方が自主的に開講されている。かなり多く１８教室あり、ない地域もあるよう

だが川口市全体にある。

〇委員

現在３名の方が国際交流員として在籍しているということだが、３名の方で相談量は多い

のか。例えば国際交流員をサポートするボランティアの方がいるのであれば、そうした方と

連携するなども考えられるのか。

〇国際交流員

国際交流員３名のほかに、外国人相談員と多言語ボランティアが登録されている。相談を

受ける際に国際交流員が担当するほか、外国人相談員がいる場合は担当する。また通翻訳に

行く際も、国際交流員の業務が忙しい場合は、外国人相談員や多言語ボランティアと協力し

ている。

〇委員

時期によってはかなり忙しくなってしまうのか。

〇国際交流員

例えば今の時期であれば、学校の三者面談の相談がよくある。７月、８月に学校の通訳が

増えてくる。

〇委員

その時には三者面談に通訳として同席するのか。

〇国際交流員

そのとおり。学校の先生と保護者と生徒、そして国際交流員が出席する。

〇議長

学校からの要請で出席するというイメージか。

 〇委員
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その場合でもボランティアの協力のもと業務が回っているのか。

〇国際交流員

そのとおり。

〇議長

他に質問、意見はあるか。

〇委員

西川口地区の小学校は中国の方が非常に多い。校長先生に伺った話だが、昨日まで中国で

暮らしていた子どもを急に連れてきて、そのまま小学校に入れるケースがあるが、日本語が

わからない子どもの教育は非常に難しい。その解決策として、例えば公民館で学校に入る前

に２か月間言葉の学校教室みたいなものをやってもらえればだいぶ違うという話を伺った。

その際、親子が一緒に公民館で言葉の学習をしていれば、来日後すぐに学校に来られるより

も対応がやりやすいだろうとのことだった。そういうルールブックみたいなものがあれば、

さらに良くなるのではと思う。中国の方で町会に入っている方もたくさんおり、そういう意

味では外国籍の方も、どんどん町会活動に参加してもらえばいいのではないかと思っている。

仲町小学校は、人数的に外国人を無視できる状況じゃない。PTA 等にも参加してもらわな

いと学校の行事が成り立たないという話も伺っている。

〇議長

ボランティアの日本語教室は子ども達も通っているのか、それともあくまでも大人が中心

なのか。

〇国際交流員

情報誌「TOMO×TOMO」の裏面の川口市ボランティア日本語教室一覧の一番上に「か

わぐち子どものための日本語教室」があるが、この教室は市内の小中学校に在学している児

童・生徒だけが参加できる教室である。その他の教室については、備考欄に子どもが参加で

きる条件が記載されている。条件が記載されていない教室については個別に連絡して頂き、
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参加できるかはそれぞれの教室の判断になる。子どもと親が一緒なら参加できる教室もあれ

ば、未就学児は参加できないという教室もある。

〇事務局

補足だが、親子で通うことは難しいが、指導課の中に教育研究所というものがある。学校

に入学する前に日本語と日本の文化を学ぶ制度があり、そこに参加してから学校に入学すれ

ば日本語も多少できるというプログラムがあるため、何か困ったことがあれば指導課に連絡

して頂きたい。

〇委員

先生からそういった話が聞けなかったということは、知られていないということだと思う。

〇事務局

指導課には、地元の小学校の先生が困っている旨を伝えさせて頂く。

〇委員

４ページのアンケートについて、色々な問題が挙げられていると思うが、それに対応する

ための川口市の施策として、５ページの資料があると思う。４ページのアンケートは５年程

前の結果なので、現在は川口市が５ページの施策を実施したことにより、４ページの問題に

効果が上がっているという理解でよいか。その次に、相談の資料が６ページに記載されてい

るが、保険制度や税金、医療などの制度については日本人が外国に行っても同じことで自治

体を引っ越せば自治体の手続きがあるのは仕方がないが、それ以外の慢性的な問題は、先ほ

どから言われているように結局は言語、子どもの教育が一番なのだろうか。それを知るため

には、外国人が４万人近くいるが、どのようなステータスの人が多いのか、例えば留学生が

多いのか、単身で働いている人が多いのか、実は子育て世代が多いのか、高齢者世代が多く

て孤立しがちであるとか、そういった問題、どこの層が多いのか、どこに向けて慢性的な問

題に集中していくのか、そういったポイントがあれば教えて頂きたい。

〇議長



17 

まず相談件数の中でどういった階層の人が多いのか、年配の方が多いのか、若い人が多い

のか、ファミリー層が多いのかという相談が多い世代に関することと、行政が持っているデ

ータではどういう方が課題を抱えていると認識しているのか、国際交流員の相談はどのよう

な方が多いのか。

〇国際交流員

外国人全体としては、年齢的に若い人が多いと感じる。相談カードは年齢を聞いて記録す

るものではないため、実際にどういう年齢の方が来たかという記録はない。川口市の令和４

年の４月１日時点での統計の中に、２０歳から４９歳の方が４割ほどであるため、若い人が

多いというのは確かである。相談を受けた中でも、子育て世代が多いと感じる。

〇議長

事務局としてのデータはどうか。

〇事務局

先ほどの国際交流員の説明に補足させて頂くと、４月１日の統計だと外国人住民のうち、

２０歳から２９歳が２４．８％、３０歳から３９歳が２８．７％、４０歳から４９歳が１５．

１％であり、２０歳から３９歳の方が５０％を超えているという形になる。また、在留資格

でいくと、永住者が３１．４％、技術・人文知識・国際業務が１６．１％、家族滞在が１３．

２％であり、ほとんどがこの３つの在留資格が占めている。

〇議長

これは外国人の属性ということか。相談ということではなく。

〇事務局

そのとおり。

〇議長

このデータでは、どのあたりの層に課題が集中しているかというのはわかりづらい。

〇事務局
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何年か前の別の調査データにはなるが、日本人で高齢の方は「日本の文化やルールを外国

人の方に教えればいい」、という考えの方が多く、逆に日本人の若い世代、１０～２０代の

方は「日本人が相手の方の文化や考え方を受け入れればいい」、という考えの方が多いとい

う調査結果がある。年代により考え方が真逆である。

〇議長

川口市が目指す多文化共生というものは、おそらく後者の考え方であると思う。

〇委員

国際交流員と事務局に伺いたい。先ほど国際交流員が相談者に相談カードを記載してもら

う際、年齢を細かく記載しないと回答があったが、先ほどの事務局の説明を伺うと、ある程

度年齢を記入してもらう必要があるように思う。相談の最前線として、行政に情報をフィー

ドバックさせるほうが良い。相談カードというのは具体的にどういった情報を記載してもら

っているのか。例えば在留資格等である。

〇国際交流員

相談カードは原則、１件につき１枚である。相談内容と、国際交流員がどのように回答し

たかが記載されている。その他に後からわかった事実などを記載している。個人情報につい

ては、相談者に確認して回答してもらえる場合は記入しているが、在留資格などについて聞

くことは難しいと我々は考えている。多くの情報を聞きすぎると、気軽に相談がしにくくな

るため、あまり個人情報を聞き取りすぎないように配慮している。

〇委員

国際交流員のコミュニケーション能力によって、相談対応が変わってしまう可能性を感じ

た。事務局に伺いたいが、在留資格によって対応できる幅が変わってくるのではないかと思

うのだが、個人情報とはいえ最低限の年齢等や家族の有無などもう少し深堀して聞き、詮索

するというわけではないが、どうしてもいやだという人については空欄にするなど相談カー

ドの情報を充実させ、国際交流員のコミュニケーション能力によって、相談対応に差が出な
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い工夫をして頂きたい。次の質問だが、事務局に伺いたい。国際交流員は３名在籍している

ということだった。資料の１ページ目では外国人の増加比率が記載されているが、国際交流

員は途中で増えたという記憶がある。この間での国際交流員の増減の推移を知りたい。

〇事務局

相談カードの書式については、検討する。

国際交流員については平成元年から配置しており、最初は１人だった。途中で組織が変わ

ったが、平成２８年度～３０年度は２人、令和元年度から３人体制をとっている。

〇委員

多文化共生の事務は現在、協働推進課の中の一係が担っているが、係の職員は今何人いる

のか。

〇事務局

係は係長を含めて３人である。係長１人、係員２人の計３人である。

〇委員

近年増員しているのか。

〇事務局

ここ数年は３人である。

〇議長

それは多文化共生係が３人ということか。

〇事務局

多文化共生係として３人ということで間違いない。そこに国際交流員がいるが、市の職員

としては３人しかいないので業務がかなり厳しい状況である。

〇委員

まさにそれを感じていて、外国人がこれだけ増えていて、国際交流員の個人の力量である

とか、外国人相談員や多言語ボランティアの協力で何とかやっていると思うが、例えば川崎
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市では市が国際交流センターを設置している。

〇議長

すべて川口市では直営でやっている。本当は民間と連携してやっていけば様々なことが出

来るのではないか。

〇委員

そのとおりである。川崎市のようにいきなりセンター化するというのは難しいとは思うが、

せめて係ではなく課、室のように組織として人員等を整備し、より多くのことに対応できる

組織とする、そうした理解を得られる状況なのではないかと感じた。率直に、現場としては

どのように考えているか。

〇事務局

年々外国人は増えており、コロナ禍やロシアの侵攻によるウクライナ問題などもあり、多

文化共生係としての業務がひっ迫している。また、令和２年６月から、外国人住民数が全国

で１位の自治体になっており、そのような状況の中で、係体制でこのままやっていくのは難

しいとみている。いきなり国際交流センターのような組織を作ることは難しいため、まずは、

課相当にはしたいと思い、組織部門とは話しているところである。

〇委員

国際交流員は、任期は何年で更新が何年、延長は最大何年か。

〇国際交流員

会計年度任用職員となり、任期は１年である。試験を受けて再度、採用されることはある。

〇事務局

会計年度任用職員であり、毎年採点や試験を行っているため、更新が何年までという区切

りはない。決まった試験を受け通過すれば、毎年更新できる。

〇委員

参考までに、今何年目なのか。
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〇国際交流員

私は７年目である。ただし最初は職員という形ではなく、非常勤特別職として４年の任期

があり、その後、会計年度任用職員となった。

〇委員

医療や税金といった相談については、どのように対応するのか。かなり専門的な知識が求

められると思う。

〇国際交流員

他の質問の中に国際交流員が直面している課題は何かという質問があったが、まさにそれ

ではないかと思う。相談者の困っている内容が多様で、相談されることも様々である。その

ため自分たちが持っている知識以上に専門的なことが求められ、答えられない場合がある。

その場合は、担当課や他部署、例えば、確定申告であれば税務署を紹介し、日本語が出来る

人と一緒にいってもらい相談することや、市役所の窓口であれば木曜日に本庁舎に設置して

いる外国人相談の出張窓口に相談に来て頂き、国際交流員が通訳をすることを案内するしか

ない。間違ったことを伝えるわけにはいかない。

〇委員

専門性がないことは仕方がない。そのほかに課題と思うこと、例えばシステム全体で問題

点だと思うことはあるか。相談員が増えればいいなど、自分が活動してきたうえで、より外

国人に対応できると思うことを挙げてほしい。

〇国際交流員

人員がいれば業務がやりやすくはなるが、相談に来た方の細かい問題に対応するためには、

国際交流員の努力が一番大切だと思う。例えば国や市のホームページで最新の情報を取り入

れなければ、相談者の相談には対応できない。単に相談員を増やしたところで、その人の知

識の質によるため、相談に対応できない可能性が高い。そういう時に備えて、国際交流員や

外国人相談員が日々、知識を増やして努力することが重要であると思う。
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〇委員

そういうことであれば、市がそれをバックアップしてあげればいいということか。

〇議長

これだけの言語があって、多言語に対応はできるのか。例えばベトナムの方が来られた場

合はどう対応するのか。

〇国際交流員

ベトナム語の外国人相談員は土曜日にいる。

〇議長

ガイドブックの６言語には対応できるということか。例えばそれ以外の言語の方の相談は

どうするのか。

〇国際交流員

予約して日付を決めてあれば、登録している多言語のボランティアにお願いすることはで

きる。

〇事務局

テレビ電話等多言語通訳業務委託を締結しており、テレビ電話で会話が出来る場合もある。

トルコ語についてはテレビ電話がないので、ポケトークという機械での対応もしている。

〇委員

本来であれば、外国の方が川口市に来た時にこういったことをやってほしい、こういう手

続きをしてほしいということをある程度ルール化してあるといいと思う。そういった資料が

あるとスムーズに進むと思うのだが、多文化で考えて、外国人が来た時にはこういうことを

やらなければならないということを具体的に発信していくのが大事ではないかと感じた。

〇議長

まさに組織改革などと一緒で、センター化するか人員を増やすかしないと、今のマンパワ

ーでは厳しいところがあるのではと思う。そのあたり今後外国人の人口が増えていくという
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中でどう拡充していくかという点も視野に入れて充実させて頂きたい。

〇委員

そのあたりを一番理解しているのが事務局だと思う。

〇議長

ガイドブックを見たが、これがだいぶまとまっていると思う。

〇事務局

目次を開いて頂くと、市役所の手続きとしてごみから子育てまでいろいろ掲載しており、

川口市に来たらこれが必要ではないかと思われることは網羅している。この情報も各担当課

からもらっている。今後、各課との横のつながりを強くしていかないといけないということ

は委員のいうとおりだと思う。

〇委員

カナダなどでは、移住してきた人を一定期間隔離して、言葉や生活の仕方をプレゼンテー

ションした上で受け入れるという話を聞いたことがある。そのようなことを、事務局でビジ

ョンを描き、市役所の各部署にあたる、市議会に相談するなどが出来るのではと思う。

〇議長

時間が迫っているので、（２）国際交流員との意見交換については以上とする。

２ 議 事（３）事例紹介 外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（事例紹介）について

〇議長

それでは、続いて議事（３）事例紹介 「外国人が参加しやすくなる仕組みづくり（事例

紹介）」に移る。準備があるので、準備が出来次第進める。先ほど芝園かけはしプロジェク

トの話が出たが、その事例紹介となる。質問等あれば、この後にお願いする。

〇事務局

７ページ資料№３をご覧頂きたい。日本人住民と外国人住民の間に入り、外国人住民が参

加しやすい仕組みづくりを実践している芝園かけはしプロジェクト代表圓山氏より活動内
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容について説明して頂く。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

本日は芝園団地における多文化共生のまちづくり、地域と学生の連携による取り組みを紹

介させて頂く。

芝園かけはしプロジェクトの活動している場所が芝園団地となる。蕨駅が最寄りで１９７

８年竣工、総戸数２,４５４戸、総人口が５,０００人超えのURの比較的大きな団地である。

この芝園団地を含む芝園町の人口の推移を示したグラフが、資料のとおりである。２０１

５年頃に外国人住民の人口が日本人住民を上回るということがあった。外国人住民の方は中

国系の方が９割程と言われている。他はバングラディシュやベトナムの方が少しずついる。

日本人住民の方は比較的居住年数の長いご高齢の方が多く、外国人住民の方は比較的若い働

き盛りの単身世帯の方やファミリー世帯の方がいる。国籍や文化だけでなく世代も違う人た

ちが１つの団地で暮らしているのが芝園団地である。特に外国人住民だが、IT 系の技術者

等、比較的高学歴な人が多く、経済的には決して貧しくない方が多く暮らしている。

外国人住民の増加に伴い、いくつかの課題が生じた。１つ目は文化や習慣が違うことによ

るトラブルがある。例えば「ごみ出しのルールがわからない」、「屋内外の生活音がうるさい」、

「香辛料のにおいが気になる」などが挙げられる。当事者は、故意に行っているわけではな

く、ごみ出しは日本人でも別の自治体に行けば難しいことや、生活音については、日本人住

民の世帯では子どもが独立している世帯が多い一方で、外国人住民世帯は小さい子どもがい

る世帯が多く、子どもの足音がするということが「外国人世帯はうるさい」という認識にす

り替わり、世帯構成の違いが生活音の違いのトラブルにつながるということがある。このよ

うなトラブルがある上に、「日常的に音がうるさいから静かにして」と伝えることができれ

ばいいが、言葉の壁がある。世代構成が違うので、子どもを通して学校で知り合う機会や、

芝園団地は UR の賃貸物件のため、住民の入れ替わりが激しく、日常的に知り合う機会が

乏しいということがある。日本人住民の方は団地が出来て４０年、長年住んでいる方も多い
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が、外国人住民の方は比較的若く、２、３年で引っ越しする方が多いため、居住者の世帯構

成に違いがあることで住民同士の接点が少なく、顔が見え安心できる関係性が作りづらいこ

とがあった。この住民間の接点不足を象徴するような出来事が団地内で起きた。団地の中の

ベンチに外国人住民への誹謗中傷が書かれたことである。生活習慣の違いによるトラブルや

住民間の接点不足があるのに対して、そのような課題に対応できうる住民の組織として自治

会があるが、従来の自治会は日本人住民で主に構成されており、日本人住民の会員減少や高

齢化に伴って自治会自体が弱体化しているという状況がその当時の芝園団地にはあった。

こういった状況がある中で、芝園かけはしプロジェクトが登場した。２０１４年に自治会

に３０代くらいの岡崎さんという日本人の方が役員になり、自治会として日本人住民と外国

人住民との交流を推進するようになった。しかし、自治会だけではマンパワーが不足してお

り、新たな取り組みを行うことは難しく、外部の学生に地道に声掛けし、少しずつ学生との

つながりを増やし、つながりを持った学生の一部でできることがあればと２０１５年に芝園

かけはしプロジェクトを発足させ、芝園団地での活動を開始した。芝園かけはしプロジェク

トは多文化・多世代の住民がともに安心して暮らせるまちづくりというものを目指して活動

している。芝園かけはしプロジェクトと自治会が一番の協力関係にあり、他に UR や商店

会、川口市とも情報の共有を行いながら活動をしている。

芝園かけはしプロジェクトのアプローチの仕方は大きく２つの柱がある。文化や習慣の違

いによるトラブル、住民間の接点不足による相互不理解に対して、１つはトラブルの元を小

さくするための問題緩和というアプローチである。これは住民に団地での暮らし方を分かり

易く伝えられるような生活案内パンフレットを配布するという活動をしている。もう１つは、

第三者である学生が間に入って交流を促進しようというアプローチであり、交流の場づくり

などを行っている。

２０１５年に芝園かけはしプロジェクトが発足して初めて行った活動としては、落書き机

直しプロジェクトがある。先ほど接点不足の象徴として挙げた外国人住民への誹謗中傷が書
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かれていたベンチに、老若男女問わず、外国人住民、日本人住民双方に参加して頂き、手形

をペイントして交流のシンボルに変える活動を行った。これは、今でも団地の中に設置され

ている。

活動が始まって１年目の終わり頃から、交流促進のプロジェクトとして、多文化・多世代

の交流イベントとして多文化交流クラブという活動を始めた。定期的に住民の交流を促そう

という活動である。多文化交流クラブの特徴としては、例えば持ち寄りのランチ会の開催や

季節のイベント、クリスマスやハロウィン、中国人住民の方に先生を依頼した音楽教室など

いろいろな事を毎月実施した。この多文化交流クラブは学生がすべて企画するものではなく、

イベントの一時的な交流にならないように、プロセスからの交流をテーマとして掲げ、イベ

ントの準備の段階から日本人住民、外国人住民の双方の方に参加して頂き、イベント内容、

役割分担を一緒に話し合う形式とした。

しばらくは交流イベントを中心に実施していたが、２０１８年頃からは、問題緩和のアプ

ローチとして、生活案内パンフレットづくりを実施した。初めに作ったパンフレットは、外

国人住民を対象に団地での暮らし方を分かり易く伝えようということを目指し、イラストを

多くして、日本語と中国語で作成した。

２０１９年度に新しく作成したパンフレットでは、日本人住民と外国人住民の双方が参加

したワークショップを開催し、内容や表現について話し合った。ワークショップや意見交換

の場を設けてパンフレットを作成した理由は、ワークショップそのものが、住民の相互理解

の対話の場にできたらいいということと、内容と表現をより充実させたいということがあっ

た。これまでは自治会目線での地域課題、例えば、実際に起きている騒音に関するトラブル

や接点の少なさを中心にその課題を解決するためのアプローチをしていたのだが、改めて住

民の方がどんなことに困っているか、住民視点の課題を発掘したいと考え、ワークショップ

を開催した。初回に作成した生活案内パンフレットとの大きな違いは、外国人住民向けのパ

ンフレットから芝園団地全体の住民向けパンフレットに変更したことである。この考え方を
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取り入れたのは、外国人住民向けとすると外国人への注意ばかりになってしまうという懸念

があった。話し合いの場を設けて外国人住民向けのパンフレットを作成する際に、日本人住

民と外国人住民が対等な立場で意見交換ができない可能性を考慮し、パンフレット作成のコ

ンセプトを「芝園団地の住民が暮らしやすくなるためのパンフレット」とし、いろいろな住

民に関心を持って頂けるよう、団地の住民全体向けの内容に変更した。

出来たパンフレットは、団地で暮らすマナーやルール、ごみ出しや生活音といった注意事

項のほか、トラブルへの対応策、例えば自治会や UR のサービス部署の紹介、災害時の対

応、子どもや日本語に関する困りごとに対する解決策などを日本語と英語と中国語の３言語

で、イラストの豊富なパンフレットを作り、配布をしている。

資料の１３ページ上段はパンフレット作成のためのワークショップの様子である。ただ単

にワークショップの場を設けるのではなく、学生がファシリテーターとして参加者の間に入

って実施した。日本人住民と外国人住民の方が集まると場合によっては修復不能な言い争い

になってしまう可能性があることや、議論は日本語が中心となるため、外国人住民の方が発

言しにくい状況を考慮し、参加者が対等な立場で発言がしやすい環境づくりに気を付けなが

ら、パンフレットを作成した。

以上がコロナ禍前の活動であったが、コロナ禍になり、直接、人が出会うような交流イベ

ントやワークショップの開催は難しくなってしまった。コロナ禍においても、オンライン交

流イベントや地域で活躍する人や地域活動を紹介する地域情報紙の作成といった活動をし

ているが、活動の規模は縮小しているのが現状である。

しかし、新型コロナウイルスの影響がやや収まりつつある中でポストコロナに向けて、新

しい活動も始めている。例えば、かけはしプロジェクトの学生が芝園団地に来る機会が減少

していることに伴うモチベーションの低下に対しては、学生が団地周辺に来る機会を増やす

目的で、芝園団地の中や外のいろいろなエスニックフードや食材店等を取材して団地の住民

に紹介するマップ作りを行っている。
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また、かけはしプロジェクト自前の活動ではないが、地域の住民や UR が主体となり、

子ども食堂が始まっている。世界料理キッチンといって、主に中国の料理を出す子ども食堂

の活動を開始しており、かけはしプロジェクトもスタッフとして手伝っている。２ヶ月に１

回くらいの開催だが、例えば太巻きとか、中国のユーポーメンなどを提供し、異文化・多世

代間の交流を図っている。資料の１６ページの下段には、「地域の人や関係組織との協力関

係の強化へ」と記載しているが、かけはしプロジェクトや自治会をメインとするつながりの

みでは、出来ることに限りがあるため、川口市や UR との協力関係を強化していきたいと

考えている。また、かけはしプロジェクト自前の活動の再開に向けても活動しているところ

である。

以上のまとめとして、資料の１７ページ下段に「まちづくりの成果と課題」を掲載してい

る。成果としては、１つ目に、「住民間の接点創出と相互理解」ということを記載した。「隣

に住んでいるけどこういったイベントで初めて会った」という声や、生活案内パンフレット

作成のワークショップで参加者から香辛料のにおいの話題が出た際に、日本人住民の高齢者

の方から、「今中国の香辛料のにおいが気になるという話をしているが、実は中国の方も、

日本の魚のにおいが気になっているかもしれない」と発言があった等、自分が当たり前だと

思っていた価値観を客観的に見られるようになった、態度の変容ともいえるような場につな

がったと実感している。

また、２つ目として「外国人住民の地域社会への参加」ということを記載したが、交流イ

ベントに参加した外国人住民の方を、自治会に誘いやすくなったということが挙げられる。

声掛けがしやすくなった結果、２０１４年度では外国出身の方の自治会役員は一人もいなか

ったが、今年度は４名まで増えている。３つ目として、「生活を支え豊かにする場」という

のは、子どもを持っている方も多いので、交流の場を創出し、子ども同士、親同士が知り合

うことで、より安心して暮らせる団地になるということである。成果の４つ目、５つ目とし

て、かけはしプロジェクトの活動がどれくらい影響しているかはわからないが、自治会や、
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管理室事務所に持ち込まれるクレームが減っていることや、各種の賞を受賞することで、地

域イメージの向上につながっていることを挙げている。

成果があれば、課題もある。１つ目として、住民間の接点創出といっても、交流イベント

に参加する方が限られている点である。団地の全人口は約５,０００人だが、今までに延べ

１,０００人ほどの参加しかなく、住民の全員がイベントに参加しているわけではなく、ア

プローチできる方の範囲が限られている。２つ目として、芝園団地の外国人住民は比較的入

れ替わりが激しいため、新たに団地に引っ越してきた方などで、団地での暮らし方がわから

ない方は常に一定程度おり、トラブルが必ずしも０になるわけではないことが挙げられる。

３つ目として、多様な主体の連携が必要と記載したが、生活案内パンフレットづくりのワ

ークショップを開いてみると、例えばご高齢の方は気軽に立ち寄れる場所がない、外国人住

民の方は、子育て世代の親同士が知り合い、情報交換できる場所がない等、様々な課題が新

たに見つかり、課題に対応していくために多様な主体の連携が必要という点を挙げている。

最後に住民の巻き込み方とその課題と今後についてという視点でまとめさせて頂く。当初

は日本人住民だけの自治会だけでは新たな取り組みをしていくのが難しいという状況があ

った。それが自治会の若い役員が入り、外部の学生とつながりをつくり、学生がイベント等

を企画することで、自治会の中にも新しい風が生まれ、自治会の中に外国人住民が入るきっ

かけになった。ただし、以前と比較し、イベントに参加する住民の方は増えているが、その

方々が地域の活動の担い手になるところまでにはギャップがある。例えば、団地の夏祭りな

どは、祭りに参加する方はいても、担い手として運営側に回る方はほとんどおらず、担い手

不足で今後の実施が難しくなる懸念や、地域の活動がさらに活発になり、住民が主体的に動

くという段階までは至っていないことが挙げられる。また、多文化共生交流がテーマだと、

交流に興味がある住民はいるが、関心のある住民の広がりには限界があると感じている。

特に日本人住民のご高齢の方は、交流に関心があるというよりは静かに安心して暮らすこ

とができればいいという住民が多く、かけはしプロジェクトの活動と住民が求めていること
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との間に差があるのではと感じている。外国人住民の方は、こういった交流の場があるとい

うことをある程度評価してくれている人が多い。また、交流イベントだけではなく、生活案

内パンフレット作成のワークショップを行った際に、交流イベントには参加しないがワーク

ショップには参加するという人がいて、まちや暮らしの課題を一緒に考える交流の場、相互

理解の可能性があるのではないかと感じている。

今後は、いろいろな主体の方と連携して、住民が関わってみたいと思える活動の幅を広げ

ていきたいと思っている。例えば地域の居場所づくりや防災等、関心のあるテーマごとに活

動を創出し、地域の課題解決につながる仕組みを展開していけたらいいと思っている。以上

で説明を終了する。

〇議長

非常に特殊というか、別の地域で同じことをやろうとしてもできないことではあると思う

が、伺いたいことがある。学生が始めたきっかけと、学生は単位であるとか、ある程度お金

のようなものがないとやろうと思わないのではと思うが、どうやって引き留めたのかが気に

なる。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

参加している学生は、芝園団地に住んでいるわけではなく、川口市在住の学生もほとんど

いない。埼玉県内各地や東京都内各地から学生が来ている。学生の経路としては、今いるか

けはしプロジェクトのメンバーが後輩を誘う、多文化共生のゼミでかけはしプロジェクトの

講義を行い、興味を持ってもらう、あるいは卒業研究で芝園団地をテーマにしたい人が自発

的に参加するなどのケースがあり、これまで人数を保ってきた。主体的に自己実現の場を求

め、参加する学生も一定数は存在する。例えばメンバーの中でも外国語を勉強しているメン

バーは自分の語学能力を活用させたい、あるいは、保育士を目指している学生は子どもとの

ふれあいの場で自分の力を活かしてみたいという人等がいる。また、インカレサークルのよ

うに、様々な人が参加しているので、学生同士の交流、住民との交流に楽しみを見出して参
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加している人もおり、それぞれが参加のモチベーションになっていると思う。

〇議長

他に質疑はあるか。

〇委員

何人くらい学生はいるのか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

今現在は、コロナ禍で学生の勧誘が出来なくなってしまったので、２０人弱、実際に参加

してくれる人は５人くらい。一番多い時だと、５５人ほどが在籍しており、常に参加してく

れるメンバーも１０人ほどいた。

〇委員

今後も活動の継続が可能なのか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

継続可能かを担保するものは何もない。例えばどこかのゼミが責任をもってやっていると

いうわけでもなく、口コミ、個人のつながりで紡いできたものなので、今後も継続していけ

る保証は何もない。

〇議長

行政や自治会から活動のお金はいただいているのか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

費用については、今は芝園団地自治会からお金をもらっていないが、自治会が国際交流基

金の地球市民賞を受賞しその賞金が２００万円あり、それをかけはしプロジェクトが使用し

てよいと渡されている。毎年自治会からお金をもらっているわけではなく自治会が基金とし

て２００万円を積み立て、それを使って活動している。自治会からお金を出すことについて

は、「なぜ外国人住民は自治会に入っていないのにそこに対し活動している学生にお金を出

すのだ」という住民からの批判もあり、基金化してそこからお金を出している。
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〇議長

おそらく我々が一番気になったのがマンパワーと金銭の事であり、これをなんとかやって

きたということで、基金を使ったとのこと。他にはどうだろか。

〇委員

芝園団地の中には幼稚園や保育園といった施設があると思うが、例えば幼稚園では芝園太

鼓というものに参加を希望すれば、芝園団地の住人ではないが、園に通っている子どもが町

会活動の中に入っていける仕組みがあるのだが、かけはしプロジェクトでは、団地内にある

教育施設、園への働きかけ等をしているのか、また、今後はどのように考えているのか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

かけはしプロジェクトが、幼稚園などに働きかけをするということはしていない。ただ

し、幼稚園の夏祭りのスタッフとして手伝うなどのつながりがある。今のかけはしプロジェ

クトの課題として、自前の交流イベントやワークショップに参加する人のことはわかるが、

参加しない住人が何を求めているのかは、わかっていないと感じている。そういう意味では、

多様な主体と連携すること、例えば、幼稚園と情報共有しながらかけはしプロジェクトが出

来ることを模索していくこと等は、今後の課題として意識している。

〇委員

多文化共生の目的や問題として、現在、自治会自体が高年齢化して動きが取れていないと

いうところは、たくさんあると思う。川口市内にも自治会は多くあるが、自前でマンパワー

をまかない、活動できているところはほとんどないと思っている。芝園団地については学生

がいるので、活動できていると思うが、他の自治会に同様にあてはめるのは難しいのではな

いかと思う。

〇議長

色々な人が住んでいるところをコーディネートするという多文化の目的がある。同じこと

を他の自治会でというのはなかなか難しい。住人のモチベーションも全く違うと思われる。
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〇委員

私は２００戸ほどの大きなマンションに住んでいる。ほとんどが日本人だが、それでも自

治会活動は難しい。若い人は大勢いるが、自治会で何かやろうというのは一部の方であり、

ほとんどの方は関心がない。芝園かけはしプロジェクトの事例は自治会をベースに色々とや

っており素晴らしいと思うが、逆に言うと特殊な例という気がする。芝園かけはしプロジェ

クトの活動は自治会から始まって、対象も芝園団地、外国人のほとんどが中国人というとこ

ろから始まっており、ある程度前提条件があると思う。そうではなく、自治会も知らない外

国人を自治会活動等、地域の担い手として巻き込んでいこうとするには、どうすればよいと

考えるか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

以前、川口市では SNS 事業というものをやっており、中国の方が多く使っている

「WeChat」という SNSを活用した情報発信のモデル地区的な形で、芝園団地でグループ

を作って情報発信をするということがあった。例えば、SNS なら地区を限定せずにいろい

ろな人が入れて情報発信が出来ると思う。一般的な、団地より小規模で外国人が集約してい

る地区において、イベントなどの担い手をどうするのかという課題だが、学生でなくても、

地域の活動に関心のある様々な市民の方、NPOの方などとうまく連携できればと思う。学

生でなければできないということはない。

〇委員

事務局に質問したい。パンフレットを作る際、パンフレット作成者側の視点で作成するの

が一般的だと思う。芝園団地の事例のように、住民視点で掲載する内容を決める例は珍しい

と思う。そういう取り組みを市で行っているのか。

〇事務局

川口市は地区によって特性が全然違うので、市としては一般的なものを情報発信している。

それとは別に、町会、自治会から個別のチラシの翻訳依頼がある場合は、対応している。市
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としては一般的な対応となるが、現場にいる町会、自治会から発信したい個別の情報につい

て依頼があれば、その地域に合わせた対応ができる。

〇議長

他の質疑はあるか。

〇委員

学生のイベントをつくる力はすごいと思う。例えばパートナーステーションでもワークシ

ョップを行うなど、場所を限定してでもできないかと思う。感想でもいいが、そのようなこ

とはどう思うか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

ぜひ今後できたらうれしいと思う。

〇委員

パートナーステーションで全ての外国人を巻き込むというのは難しいと思う。地域を限定

してでも外国人を巻き込むためのワークショップ等の活動を実施していけば、課題が見えて

くると思われる。まずは、接点づくりが必要と感じた。もう１つ質問があるのだが、外国人

住民と関係性が構築できていない中、最初に接点をもつことに対しては多くの困難があった

と思うが、そのあたりの経験をお伺いしたい。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

芝園かけはしプロジェクトの学生が直接外国人住民の方と初めて接点を持ったのは芝園

団地の地域活動に参加したことである。多文化交流クラブを立ち上げるための企画会議に外

国人住民の方も参加して頂きたいと考え、外国人住民との接点を模索していた際、地域にあ

る公民館で行われている外国人住民が参加しているバドミントンクラブの活動を知った。そ

こで、芝園かけはしプロジェクトの学生がそこに参加し、個別的な繋がりを重ねることを通

じて、団地で困っていること等のヒアリングをするところから始めることとした。芝園団地

は外国人住民が固まっていたので、そういう意味では外国人住民は見つけやすかった。
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〇委員

西川口地区は外国人が非常に多い。ところが安行地区などに行くと、ほとんど外国人住民

がいないといわれる。多文化共生の話としては分かるが、全く違う事情なので、とても同じ

舞台には上がれないと思う。住民の半分が外国人のところと、ほとんど外国人がいないとこ

ろと、そうした場所が川口の中にも存在しているということを理解して事業をしなければい

けないのではと思う。

〇議長

１つのケースとして、内部だけで課題解決を図ることは難しい。今回の事例は外部から学

生が入ってきたことで、融和や共生が生まれたというケースなので、場合によってはこれか

らの行政サービスとして、地域コーディネーターを派遣するなど、トラブルが発生している

事象に対し、外部からサポートすること、例えば大学と共同研究する形で学生をそこに入れ

てみる等、実験的な試みがあってもいいと思う。それを自主的にやるのは難しいと思う。外

から人を入れて、何とか共生を見出していくというような仕組みを、モデル的にいくつかの

地域で、行政主導でやってみるというのは検討の価値があると思う。その時に大学に協力を

依頼すること、あるいは行政において、地域コーディネーター役の人が入り、共生を図る。

そういったことを考えるきっかけとして、芝園かけはしプロジェクトの事例は先鋭的でいい

と思う。おそらく、そのように外部からでなければ解決できないこと、内部だけでは解決で

きないこともあったのではないか。

〇芝園かけはしプロジェクト

自治会自体も外国人住民に対して否定的な考え方を持っていたところもあり、第三者だか

らこそやり易かったところもあったのではと感じている。芝園団地だけではなく、外国人が

少ない地域でも、月に１回、地域で何かをやるというのは難しいかもしれないが、住民の方

と接点を作るところから始めるというアプローチは参考になりうるのかと思う。

〇議長
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接点づくりということであればできそうである。発言されていない方もいるので、発言を

お願いしたい。

〇委員

色々なイベントをやっているのだが、実際には外国人がイベントに参加することが少ない。

ほとんどいないといってもいい。例えば、外国人を巻き込むのであれば、５０人募集したら、

１０人は行政が集めてくれる等、行政と連携した試みがあってもいいと思う。そうすること

によって、例えば子どもたちと話し合う等、普段から日本語を使うことにより、子どもが徐々

にでも日本語になじむことができるし、子どもを通じ、親も少しは話せるようになると思う。

〇議長

内容を少し工夫する必要もある。食をテーマとした、例えば、子ども食堂などは比較的い

ろいろな人が来ると聞く。子どもが参加すればと家族も参加するため、まずは子どもにアプ

ローチするというのも１つの手ではある。

〇委員

学生が企業に入って、企業の問題を学生の視点で解決していくというゼミがあり、自分の

会社にも来ている。行政と学生が連携してやっていく、若い人の視点を取り込んでいくとい

う活動は素晴らしいと思う。他の事業にも学生の視点を取り入れるというのは有効なのでは

ないかと感じている。

〇議長

大学と連携するということだが、例えば企業の若手の研修などと連携していくというのも

面白いかもしれない。最近はＳＤＧｓなどを通じ、企業も社会に貢献するという考え方が広

まってきている。川口は企業が多いので、そういう意味では民間との連携というものも考え

られる。

〇委員

芝園かけはしプロジェクトの事例は、自治会が学生を誘致し、外国人と繋がりを持てたこ
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とが成功した要因だと思う。それを一般の自治会に活かせるかは、地域により外国人の割合

が変わるため、自分の地域の問題に活用するために取り組む自治会は少ないと思う。高齢者

と若い方の意識の差の問題として、高齢者の方は今まで日本人だけで住んでいた地域に急に

外国人が入ってきて、すぐに多文化共生を実現することは難しいと思っている方が多いと思

う。そこをどうにか融和していかなければいけない。自治会として取り組むには、高齢者の

方にも、外国人の方が入ってくるメリットを全面的に出せればいいと思う。例えば、外国人

の方は若い世代が多いので、清掃活動などで労働力として活躍してもらうなど、自治会レベ

ルでのメリットがあることを伝えないとなかなかうまくいかないのではと思う。

〇議長

都内のケースだが、若い人や外国人が入ってきて安く住居を提供する代わりに、様々な地

域の活動にも参画し、高齢の方を支援するという持ちつ持たれつの関係を、１つの団地の中

で形成することが増えてきている。若い人は安価で住める代わりに、地域のサービスに協力

するという形で、ある意味では相互扶助の関係が出来る。そういうメリット、感謝されると

いうのは実際に芝園団地でもあるのか。

〇芝園かけはしプロジェクト代表

学生は地域の自治会のお祭りに協力しているので、そういったところで感謝の言葉を言わ

れることがある。数は多くないが、外国人住民が高齢者に感謝されていることの事例として

は、夏祭りのやぐらを組むなど体力が必要な事に外国人住民が手伝いをした際、高齢者の方

が外国人住民を見る目が変わっているなと感じる。それが先ほど話に合った自治会のメリッ

トかと思う。

〇議長

しかし、どちらか一方が負担感を持ってしまうと長続きしないので、お互いにメリットが

ある状況でなければ、長続きは難しい。

〇委員
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そのためには、外国人もイベントに入っていきやすい環境というものが必要だと思う。そ

の環境を構築したうえで、お互いにWin-Winの関係を築ければいい。ステップを踏んでい

かなければいけないと思うが、そこまでの環境は構築できていないのではないかと思う。

〇議長

おそらく多くの自治会はそこまでのレベルに達していない。

〇委員

公民館などでカルチャースクールをやっていると思うが、外国人の参加率はどれくらいな

のか。そういうところからも、外国人が参加できているかがわかると思う。

〇事務局

公民館の事業はわからないが、協働推進課の事業で、子どもの頃からボランティアの心を

育成する目的で、青少年を対象とした青少年ボランティアスクールなどのボランティア体験

プログラムを実施しているが、概ね日本人であり、外国人の方の参加は少ない。

〇委員

参加してもらうにはギャップがあるような気がしており、そこをどうやって埋めるかが問

題である。かわぐち市民パートナーステーションで実施している日本語教室や、夜間中学な

どに参加する外国人は多いと聞いているので、そこから広げるようにしていったほうがいい

と思う。

〇議長

色々と意見、質問があったが、今日は芝園団地の事例を含めて、国際交流員の方も来てい

ただいた。川口市としての取り組みは手元の資料のとおり様々な取り組みをしている。ただ

一方で、実際に現場の声を聴くと、まだ課題があり、改善点もあることがうかがえた。その

中で先駆的な事例について知る機会を得られたことは我々が今後議論していく上で、非常に

有用だと思う。また、今日の事例を踏まえて、次回以降、答申に向けて建設的な意見を頂戴

できればと思う。芝園かけはしプロジェクトの事例紹介についてはこれで終了とする。
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２ 議 事（４）その他

 〇議長

それでは続いて２議事（４）その他になる。事務局から何かあるか。

〇事務局

会議の冒頭に伝えたが、次回の委員会は、第４回で学校との連携に関する事例紹介等をさ

せていただいた後、答申に向けた具体的な議論を進めて頂きたいと考えている。皆様には、

事前に開催通知連絡するので、ご出席をお願いする。

〇議長

委員の方の中からご意見はあるか。

（特になし）

では、次回は学校の事例を紹介して頂く。それでは（４）その他は以上となるので、議長

の任を降り、事務局に進行を戻す。

３ 閉会（１２時００分）

○事務局

  以上をもって、令和４年度第３回川口市協働推進委員会を終了する。

会議の内容については、以上のとおりです。

    令和４年７月６日

      川口市協働推進委員会委員長         石阪 督規

      川口市協働推進委員会委員         佐藤 真理子   


